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「2030年のアジア7都市における極端な
海面上昇の経済的影響予測」
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※本報告書は、グリーンピース東アジアが発行した報告書『The Projected Economic Impact of
Extreme Sea-Level Rise in Seven Asian Cities in 2030』（英文）から、東京についての分析結果を
中心にまとめた日本語抄訳版である。このため、本文中の表・図の番号は、必ずしも通し番号になっ
ていない。

はじめに

極端な海面上昇（台風に伴う高潮や高波など極端な気象現象によって 生じる一時的かつ局所的な海面
水位の上昇）や洪水は、沿岸部の都市にとって脅威となる。グリーンピースは、経済の中心地であり、沿

岸部に位置するアジアの7つの都市を選び、2030年に「従来どおり」（BAU）、つまり積極的な温室効果
ガス排出削減 対策なしのシナリオ（RCP8.5シナリオとも呼ばれる）において、極端な海面上昇による沿
岸部の浸水・冠水によって国内総生産（GDP）がどのような影響を受ける可能性があるかを分析した。
本報告書では、もし私たちが大幅かつ急速な温室効果ガスの排出量削減のために直ちに行動しなけれ

ば、気候危機が10年以内にこれらの都市の経済にどのような影響を与えるかを示唆している。

世界の平均海面は、人間活動に由来する「人為的な気候変動」の影響を大きく受け、20世紀には年間
1.6〜1.9ミリの割合で上昇したと推定されている（Hay et al., 2015）。海面上昇に加えて、沿岸地域に
住む人々は、高潮や高波に伴う浸水・冠水のリスクにさらされる可能性が高い。熱帯性暴風雨の激化

は、主に気候変動によって引き起こされ、気候モデルによる予測では、21世紀には、今までに経験した
暴風雨などよりも、より強い風速、より高い高潮、より極端な豪雨を伴った激甚気象が予測されている（

Knutson et al.,2020）。

我々は、より野心的な気候変動対策を迅速に講じることを求め、「IPCC1.5℃特別報告書」（
IPCC, 2018）で言及されて いる、気温上昇を産業革命以前のレベルより1.5度に抑えるために、
各国政府に2050年までのカーボンニュートラル（温室効果ガスの排出実質ゼロ）にコミットするよ
う求める。また、各国政府に対し、化石燃料の国内使用と化石燃料産業への財政支援を段階的

に廃止し、自然エネルギーを基盤とした経済に転換するなど、「2050年実質ゼロ」目標を実現す
るための政策立案や実施計画の策定を求める。アジア各国の政府や指導者は、経済や自国の

住民の生命と暮らしを守り、生物多様性の保全に貢献するために、気温上昇を1.5度に抑制する
という国際的な気候目標を達成する責任を負わなければならない。

https://www.greenpeace.org/static/planet4-eastasia-stateless/2021/06/966e1865-gpea-asian-cites-sea-level-rise-report-200621-f-3.pdf
https://www.greenpeace.org/static/planet4-eastasia-stateless/2021/06/966e1865-gpea-asian-cites-sea-level-rise-report-200621-f-3.pdf


概要

地球の大気中の二酸化炭素濃度は現在412ppm近くあり、その濃度は上昇を続け（Buis, 2019）、海面
上昇の速度は加速している。推定6億人（Kirezci et al., 2020）（その多くはアジア）が低地の沿岸地域
に住んでいるため、海面上昇によって引き起こされる可能性のある浸水・冠水のリスクにさらされてい

る。浸水・冠水の危険にさらされている地域の中には、国内総生産（GDP）が大きい経済の中心地もあ
る（World Ocean Review, 2010）。

異常気象には、熱波、豪雨、台風などと呼ばれる熱帯低気圧などがある。本レポートでは、アジアの主

要7都市に影響を及ぼす可能性の高い熱帯低気圧とそれに伴う高潮、高波、海面上昇に焦点を当てて
いる。熱帯低気圧は住民に大きなリスクをもたらすため、今後数十年の間にこのような気象現象が発生

する可能性を評価する研究が重要である（Seneviratne et al., 2012）。しかし、気象システムは複雑で、
モデル化された予測の根拠となる科学的データは必ずしも正確かつ完全ではないため、極端な気候現

象やそれらの現象が特定の地域にどの程度の影響を及ぼすかを予測することは非常に困難であること

に留意する必要がある。さらに、わずか数十年のデータに基づいて予測を行うと、観測された変化が人

為的な活動によるものなのか、自然変動によるものなのか、あるいはその両方によるものなのかを科学

者が判断することが難しくなる。

もう一つのポイントは、気象予測の精度が、対象となる気候現象によって異なるということである。例え

ば、世界的な傾向として、猛暑の発生頻度、強さ、継続期間のすべてが増加すると予想されている（Xu
et al., 2020）。 しかし、熱帯暴風雨や熱帯低気圧の発生頻度が21世紀中に増加するか減少するかは
定かではない（Seneviratne et al.、2012）。世界的な傾向として、海面水温が上昇しているため、熱帯
低気圧が発達するための熱エネルギーが増え、今世紀中に熱帯低気圧がより強くなる可能性がある。

しかし、この予測はわずか40年間の観測データに基づくものであり、異なる海盆間での熱帯低気圧の
活動に地域差がある可能性がある（Seneviratne et al., 2012）。

極端な海面上昇の脅威は、多くの沿岸および河口域の都市が洪水など水害に対して脆弱であることを

意味し、住民の生命を危険にさらし、インフラや地域経済に損害をもたらす。

土地、人口、GDPは、経済発展の基礎となる資源であり（Yong, 2021）、したがって、海面上昇の潜在
的な影響を正確に推定することは、地域の資産、インフラ、地域住民の健康を守るための意思決定にお

いて重要である。我々は、極端な海面上昇、人口、GDPに関するグリッドデータを用いて、アジアの7都
市における海面上昇の潜在的な影響を計算した。この分析は、高解像度データを使用して、各都市の

海面上昇の影響を受ける可能性のある領域と、その影響の程度を示した画期的な分析である。類似し

た分析は2020年にも行われたが、本分析と同じ人口データと古いバージョンのGDPデータセットを使っ
た、2050年と2100年の世界規模の分析だった（Kirezci et al., 2020）。

今回の調査では、経済の中心地であり、沿岸部に位置するアジアの7つの大都市（香港、台北、ソウ
ル、東京、ジャカルタ、マニラ、バンコク）を分析対象とした。これらの都市について、現在のペースで温

室効果ガスの排出量を増やし続けた場合に、2030年に極端な海面上昇や沿岸部の浸水・冠水の影響
を受ける可能性が予測されるGDP、人口、土地面積を算出した。

分析によると、これら7都市で、合計7,240億米ドル、1,500万人、1,829平方キロメートルの陸地面積
が、極端な海面上昇と沿岸部の洪水の影響を受ける可能性があることがわかった。推定されるGDPへ
の影響は、各都市のGDP全体の0.4％から96％の範囲だった。

データと調査方法



海面上昇による沿岸域における影響は、気候変動に伴う主要な経済的損害の一つであることが示唆さ

れている（Brown et al., 2011）。気候変動によるその他の経済的影響としては、健康（早期死亡など）、
農業・エネルギー部門、河川の氾濫などへの影響が挙げられる（Schinko et al., 2020）。アジア太平洋
地域では、いくつかの沿岸都市は経済の中心地であるため、極端な海面上昇による沿岸域における浸

水・冠水は、これらの都市とその経済に高い損害をもたらす可能性が高い。本分析では7つの都市（香
港、台北、ソウル、東京、ジャカルタ、マニラ、バンコク）を選び、極端な海面上昇と沿岸部の浸水・冠水

によって影響を受ける国内総生産（GDP）、人口、土地面積を算出した。

使用データについて

今回の分析では、極端な海面上昇と沿岸域における高潮や高波による浸水・冠水面積（データ#1）、人
口密度（データ#2）、GDP（データ#3）の3つのデータセットを使用している。

グリッド化された海面上昇と沿岸の浸水・冠水のデータは、米気候研究機関クライメート・セントラル（

Kulp and Strauss, 2019）のデータを使用している。クライメート・セントラルのデータでは、標高、高潮
や高波による極端な海面水位を用いて、土地が浸水・冠水するかどうかを判断している。このデータ

セットでは、解像度30メートルのセンサを用いている。

台風や暴風雨に伴う高潮や高波の発生によりさらに上昇した海面はやがて陸地に浸水し、沿岸

部に浸水して大きな影響をもたらします。この分析で使用する沿岸域での浸水・冠水の設定は、

沿岸部で局地的におこる高潮による浸水のうち、毎年10％の確率でおこる海岸線の浸水レベル
を示しています。

この分析に使用されたシナリオは、今世紀のほとんどの期間、世界の温室効果ガスの年間排出

量が増加し続けるという想定で、2030年までの温室効果ガス排出量を予測した「従来どおりの」（
BAU）シナリオである。このBAUシナリオは、2100年までに産業革命前（1850～1900年）の平均
気温と比較して3〜4度の上昇をもたらすもので、この高排出シナリオはRCP8.5シナリオとも呼ば
れている。

グリッド化された世界の人口密度データセットは、社会経済学的及び地球環境に関するデータ作成・提

供を行っているSEDAC（NASAによる地球観測データの提供システムの一機関）のデータである。今回
の分析で使用したデータは、最新の2020年のもので、解像度1キロメートルのセンサを用いている。

購買力平価GDP（各国の物価水準の違いを考慮し、GDPの値を購買力平価で補正したもの。GDP比
較の国際共通指標として使われる）のグリッド化されたグローバルデータセットは、フィンランド、アールト

大学のクンム博士を中心に開発されたもので（Kummu et al., 2018）、今回の分析に使われているのは
2019年のデータである。GDPは、一定期間（通常1年間）において、一国内での生産活動によって新た
に生み出された全ての最終的な財・サービスの市場価値を示すものである。このデータセットでは、デー

タの整合性を保つために、「2019年基準の実質国際ドル」を、世界銀行の国内購買力平価GDPが与え
られた単位である「2015年基準の実質国際ドル」に変換している。

経済発展の基盤となる資源で、影響関連の変数は以下の通り。

①影響を受ける土地面積（浸水・冠水エリア）

②影響を受ける人口

③影響を受ける購買力平価GDP



購買力平価GDP、人口、土地面積への影響を計算するために、2つのステップを用いた。まず、
データセット#1をインポートし、2030年に極端な海面上昇と沿岸浸水・冠水の影響を受ける可能
性のある地域を特定し、影響を受ける範囲の総面積を算出した。

図1は、東京の例である。青色は、RCP8.5シナリオで、2030年に海面上昇や高潮・高波による沿
岸浸水・冠水の影響を受ける可能性がある地域を示している。

図1：積極的な対策なし（RCP8.5)）シナリオにおいて、2030年に極端な海面上昇と沿岸部の浸水・冠水
の影響を受ける可能性のある都内の地域

次に、影響を受ける地域を、グリッド化した人口密度と購買力平価GDPデータセットに重ね合わ
せ、影響を受ける人口とGDPを算出した。



図2：東京のGDPと積極的な対策なし (RCP8.5) シナリオにおける2030年の極端な海面上昇と沿岸域
における浸水・冠水の影響

数値、制限、注意点

本調査は、2030年に極端な海面上昇の影響を受けると予測されるグリッド化された区域、人口数、
GDPを用いて、調査対象となった7都市の人、土地面積、GDPへの影響を算出し、海面上昇が各都市
に与えるであろう影響を示唆している。高解像度データを用いて、各都市の中で最も影響を受ける可能

性の高い地域を示し、都市全体に焦点を当てた従来の評価と比較して、より詳細に経済的影響を算出

している。経済的影響をより正確に評価する機会を提供することで、政策の立案や実施、浸水・冠水対

策などの資源の効率的な配分に役立てることができる。

本分析における海面上昇や浸水・冠水によるGDPや人口への影響を、損失や被害の全体像とし
て理解すべきではない。例えば、極端な洪水浸水災害が発生した場合、浸水地域に住む人々は

屋内に閉じ込められたり、最悪の場合は命を落としたりする可能性さえある。

ジャカルタや東京の一部などいくつかの都市では、低地帯に住む人々のくらしを守るために堤防

や防潮堤（河川堤防）を既に建設、もしくは建設や強化・増強の計画があるが、データ不足のた

め、堤防や防潮堤はクライメート・セントラルの海面上昇のデータに組み込まれておらず（Kulp
and Strauss, 2019）、本分析にも含まれていない。堤防や防潮堤のある都市においては、それら
の効果によっては、高潮や高波による極端な海面上昇のリスクによるGDPへの影響が少なくな
る可能性がある。



また、浸水・冠水範囲は30メートル、人口密度とGDPは1キロメートルと、モデリングに使用した空
間解像度センサの差も結果にある程度の影響を与え、範囲の端部分の値を過大評価している可

能性がある。

分析に使用した人口とGDPのデータセットは、2030年の予測値ではなく、2020年の人口密度と
2019年のGDPデータを用いて、現在の温室効果ガスの排出量増加傾向に対する浸水・冠水リス
クを示した。

分析結果

2030年でも極端な海面上昇や沿岸部の浸水・冠水により総額7,240億米ドルのGDPへの経済的
影響、1,500万人が浸水リスクのある地域に住むことになることがわかった。推定されるGDPへ
の影響は、各都市のGDP全体の0.4％〜96％の範囲となった。

表1は、今回分析したアジアの7都市について、2030年に影響を受けると予測される土地面積、
購買力平価GDP、人口を示したものである。影響を受けるエリアの面積は、20平方キロメートル
未満から1,500平方キロメートル以上となっている。影響を受ける購買力平価GDPは、30億米ド
ル未満から5,000億米ドル以上の範囲で、影響を受ける人口は、10 万人未満から 1,000 万人以
上までの範囲となる。

表1：極端な海面上昇による浸水・冠水が7都市の地域、購買力平価GDP、人口に与える影響の2030
年予測

都市名
浸水・冠水エ
リア (km2)

影響を受ける
購買力平価

GDP
(10億米ドル)

影響を受ける
人口

（百万人）

バンコク 1512.94 512.28 10.45

香港 27.36 2.24 0.09

東京 79.28 68.19 0.83

ジャカルタ 109.38 68.20 1.80

ソウル 16.52 4.69 0.13

台北 46.93 29.64 0.43

マニラ 37.29 39.24 1.54

今回の分析で最も影響の大きいことがわかったタイのバンコクでは、96％以上のエリアが浸水す
る危険にあり、その中には都心部の高密度の住宅地や商業地も含まれる。また、東京を含む多

くの都市で既に土地の沈下が進み、バンコクやジャカルタはその中でも特に海面上昇と地盤沈

下の両方の脅威に直面し、海面の上昇率をさらに増加させている。

都市レベルの調査結果（東京）



熱帯低気圧は、通常、高潮などによる一時的な海面上昇と沿岸洪水を引き起こす。日本では毎年約11
の台風が上陸し（Yamashita and Mitsumata, 2013）、近年暴風雨や集中豪雨の頻度の増加や甚大化
が起きている（気象庁, 2020）。同時に、海面上昇により、台風時の高潮による浸水・冠水の被害がより
甚大になると考えられる。

関東平野に位置する東京の平均海抜は40メートルだが、高潮や高波による極端な海面上昇によるリス
クの高い低地帯も広範囲に及ぶ。東京都港湾局のデータによると、満潮時の平均海水面よりも低いゼ

ロメートル地帯は東京23区総面積の約2割にあたり、約150万人が暮らしている。干潮面上約5メートル
の地域は、23区の総面積の約4割に及び、約300万人が生活している。また、東京都にはいくつもの一
級河川が流れ、いくつかの河川は陸地よりも高く、それに沿って高い堤防が築かれているため、堤防が

決壊すると大災害をもたらす可能性が考えられる。

積極的な対策を取らず、最も気温上昇が高くなった場合（RCP8.5）の予測を用いた分析では、2030年
に台風などの高潮によって生じる極端な海面上昇が発生した場合、海水の上昇する高さより低い位置

にある東京の陸地は全体の約4％にあたる（図10）。荒川と江戸川に挟まれた住宅や商業施設などが
密集する、東京東部の低地帯に位置する江東5区（墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）は海
抜ゼロメートル地帯がほとんどで、浸水・冠水のリスクが高く、極端な海面上昇に対して特に脆弱なエリ

アと考えられる。江東5区の浸水想定区域には、250万人以上が居住しているとされる。70％がゼロメー
トル地帯にある江戸川区では、2030年でも高潮時に広範囲で浸水・冠水の影響を受けることが予測さ
れ、東京湾の埋立地に建てられた葛西臨海公園などでは地面が見えなくなるほどの海水が押し寄せる

可能性さえある。江戸川区では、過去にも関東地方を襲った台風により地形上なかなか水が引かず、

半月以上に渡って浸水や冠水が続き、地域社会に甚大な被害をもたらしたことがある。そのほかの極

端な海面上昇による浸水・冠水の危険性が高いエリアは、桜の名所として知られる荒川沿いの河川公

園や東京の新しいシンボルであり、日本一の高さを誇る墨田区の東京スカイツリーなどが挙げられる。



図10：積極的な対策なし（RCP8.5）シナリオにおいて、2030年に極端な海面上昇と沿岸部の浸
水・冠水の影響を受ける可能性がある都内の地域

図12は、2019年の東京の購買力平価GDPを地図上に示している。本分析によると、東京では、
2030年に極端な海面上昇とその後の浸水・冠水により、影響を受ける購買力平価GDPは681.9
億米ドル、影響を受ける人口は83万人に及ぶ可能性がある（表1参照）。影響を受ける購買力平
価GDPは、東京の総GDP（PPP）の7％に相当する。



図12：2019年の東京都のGDP分布

提言

本報告書で行った分析では、RCP8.5シナリオのもと、2030年に海面上昇と沿岸部の浸水・冠水の影響
を受ける可能性の高いアジアの7都市の潜在的な面積、人口、GDPをモデル化した（RCP8.5は「最悪
のシナリオ」と考えられている）。すでに気候変動の影響を受けている都市もあり、今回分析したこれら7
都市への予想される影響は、より大きなものになる可能性がある。したがって、それぞれの都市の経済

と住民を守るためには、各都市の政府と企業が、早急に化石燃料の使用と関連事業への資金提供を

廃止することが極めて重要である。

グリーンピースは、世界の気温上昇を1.5度以内に抑えるために、石炭火力への融資の停止や
自然エネルギーの拡大、転換を行うなど、具体的な行動を早急に起こすよう政府や企業に求め

ている。温室効果ガスの排出を抑制し、地域社会が気候変動の影響に対処できるようにするた

め一貫した気候変動対策を講じるよう、各国政府に求める。特に以下の点が重要である。

1) COP26に向けて、パリ協定の1.5度目標と整合した、より野心的な国別排出削減目標（
NDC）を策定する

2) 建設中の案件を含む石炭火力発電所の新設計画を全て中止するとともに、既存の石炭
火力発電所・原子力発電所の段階的廃止を促進し、自然エネルギーへの移行を加速す

ることで、国内のエネルギー転換を実行・加速させる

3) CO2排出量増加などにつながるあらゆる森林伐採と泥炭地（堆積した有機物からなる泥
炭が蓄積した湿地帯で、大量の炭素を貯えている）の開発はしない

4) 都市やコミュニティが気候変動への耐性を構築できるよう、以下を行う
a. 早期警報システムの確立を含む、インフラの補修・更新



b. 気候情報を広く公開し、より多くの人々が気候変動の影響に対する適応策を準備でき
るようにする

c. コミュニティーベースの災害リスク軽減と気候変動の影響への対応を強化する

海面の上昇は、GDPに影響を与え、住まいや生活、仕事の喪失につながるほか、健康や、新鮮な水や
食料の確保にも影響を与える可能性がある。また、沿岸部の浸水・氾濫、高潮、異常気象は、私たちが

求めている野生生物の保護や生態系の保全 にも悪影響を及ぼす可能性がある。現在のNDC（国別排
出削減目標）を含む気候変動対策は、気候変動・海面上昇が及ぼす深刻な沿岸の水害リスクを回避す

るには不十分である。リーダーたちが気候危機の脅威を真剣に受け止めなければ、経済や市民の生活

は、海面上昇、熱帯低気圧（台風）、高潮などに対してますます脆弱になる可能性が高い。これらはすべ

て、主に人為的な気候変動が原因で、今後数十年のうちに深刻度が増すと予測されている。
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